
 

 

国外に
居住

表１　相続税・贈与税の納税義務の範囲

国外に居住

日本国籍あり

5年以内 ５年超
日本国籍なし

相続人（相続を受ける者）

国内に居住

日本国籍なし

すべての
相続財産

平成25年改正

国内に居住

５年超

５年以内

被相続人（相続をする者）

すべての
相続財産

すべての
相続財産

すべての
相続財産

国内財産
のみ

国内財産
のみ

平成12年改正
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建設業法改正のまとめ 

はじめに 
２０１４年も残り１か月となりました。 
そこで、今月号では、来年に向けて建設業法の法改

正について、行政書士が抑えておきたいものをまとめ
てみます。 

改正内容について(平成 27 年 4 月施行） 
１. 許可申請書の記載事項等の対象となる「役員」が「役

員等」に変わります。 
これにより、許可申請書には、取締役の他に、取締

役と同等の支配力を有する者として、相談役、顧問及
び総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主
等についても記載することになります。 
行政書士としては、お客様からこれまで以上にヒア

リングしなければいけない項目が増えたことになり
ます。 
ただ、産廃業や宅建業と同様のスタイルですので、

それほど大きな混乱はないのではと感じます。 
 
２. 監理技術者資格証で、専任技術者の要件を満たすこ

との証明が可能となります。 
監理技術者資格者証に、保有している資格が記載さ

れているのだから、これで確認をしてくれないものか
と思うことがありましたが、可能となりました。 
少し嬉しい改正です。 
 

３. 閲覧制度が変わります。また、許可申請書等の簡素
化も図られます。具体的には、 

① 役員等の一覧表（様式第１号別紙１）及び令３条使
用人の一覧表（様式第１１号）から、生年月日と住
所の項目が削除され、逆に経営業務管理責任者であ
ることを明記する項目が追加されます。 

② 専任技術者の一覧表が許可申請書の別紙として追
加されます。 

③ 役員等及び令３条使用人の略歴書が簡素化され、職
歴欄が削除され、住所、生年月日等に関する調書と
なります。 
経営業務管理責任者についてのみ職歴を提出する
こととなります。 

④ 財務諸表への記載を要する資産の基準(重要性基
準）が、総資産(又は負債及び純資産の合計）の１
００分の１から１００分の５に改正されます。 

⑤ 以下の書類について、個人情報が含まれるため、閲
覧対象から除外されます。 

１）職歴等が含まれる経営業務管理責任者の要件を満
たすことの証明書(様式第７号） 

２）学歴等が含まれる営業所専任技術者の要件を満た
すことの証明書（様式第８号） 

３）生年月日等が含まれる国家資格者等・監理技術者
一覧表（様式第１１号の２） 

４）住所及び生年月日等が含まれる許可申請書又はそ
の役員等及び令３条の使用人の調書（様式第１２
号、第１３号） 

５）住所等が含まれる登記事項証明書等 
６）住所が含まれる株主調書（様式第１４号） 

 ７）納税額等が含まれる納税証明書 
⑥ 都道府県における大臣許可業者の許可申請書等の

閲覧が廃止となります。 
これに伴い、国土交通大臣に提出すべき書類の部数
について、従たる営業所のある都道府県分の写しが
不要となります。 
 

４． 暴力団排除条項が整備されます。「暴力団員」「暴力
団員でなくなった日から五年を経過しない者」及び
「暴力団員等がその事業活動を支配する者」であるこ
とが、建設業の許可に係る欠格要件及び取消事由に追
加されます。 

 
５． 経営事項審査の審査項目及び審査基準が改正されま

す。 今回の変更点は以下の３点です。 
若年の技術者、技能労働者等の育成及び確保に努め

る観点、建設機械の保有の状況と災害時における工事
の実施体制の確保の状況を適切に審査・評価する観点
から改正がされました。 

１）審査基準日時点で、若年技術職員の人数が技術職員
の人数の合計の１５％以上の場合、Ｗ点において一
律１点を加点。 

 ２）審査基準日から遡って１年以内に新たに技術職員と
なった若年技術職員の人数が審査基準日における
技術職員の人数の合計の１％以上の場合、Ｗ点にお
いて一律１点の加点。 

 ３）加点対象となっていた建設機械について、現行の「シ
ョベル系堀削機」「トラクターショベル」「ブルドー
ザー」に加えて、新たに「モーターグレーダー」「大
型ダンプ車」「移動式クレーン」の３機種が追加と
なりました。 

 ※ 技術職員とは、主任技術者や監理技術者の資格要件
を充足している職員や登録基幹技能者の登録を受
けた職員で、経営規模等評価のうち「技術力（以下
Ｚ点という。）」において加点評価の対象となる者。 

 ※ 若年技術職員とは、技術職員のうち審査基準日にお
いて満３５歳未満の者。 

あとがき 
主なものをまとめてみましたが、この他にも主任技術

者要件についての若干の変更がありますし、施工体制台
帳の記載についても変更があります。 
今回改正内容をあらためて確認してみて、来年４月か

らは意外に変わる部分が多いと私個人としては感じま
した。 
皆様におきましても、この改正により、業務フローや

お客様からのヒアリング事項を変更する必要も出てく
るかと思いますので、国交省ホームページなどを参考に
していただき、詳しい内容を確認していただければと思
います。 
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